
（ ）

助成単価について、過去５年間の平均実績額等に基づく算出のための単価増額。

事業継続率70％（従来60％
の目標費を平成23年度より
70％へ上方修正）

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

件

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

％

0 0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

ＩＣＴの進展は、日常生活をはじめとする多くの場面において、様々な恩恵をもたらしている一方、障害や年齢によるデジタル・ディバイドのために、その恩恵
を十分に享受できていない者も多く存在している。このようなデジタル・ディバイドを解消し、誰もがＩＣＴの恩恵を享受できる情報バリアフリー環境を実現する
ため、以下の助成を実施。
（１）身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発等の推進
　「身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用円滑化事業の推進に関する法律」に基づき、国立研究開発法人情報通信研究機構（平成
27年3月までは「独立行政法人情報通信研究機構」。以下、「ＮＩＣＴ」という。）が、通信・放送役務の提供又は開発を行う者に対し、その実施に必要な資金の
２分の１を上限として助成を実施。
（２）デジタル・ディバイド解消に向けた技術等研究開発支援
　高齢者・障害者の利便の増進に資する通信・放送サービスの充実に向けた、新たなＩＣＴ技術等の研究開発を行う者に対し、その経費の2分の１を上限とし
て助成を実施。

目標最終年度

0 0

95 105

0

24年度 25年度

91.3

件

成果実績

目標値

7

単位

-

24年度 25年度 26年度

26年度

-130％

-

27年度活動見込

「身体障害者向け通信・放
送役務の提供・開発等の推
進」助成終了後２年経過時
の事業継続率

7

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

我が国におけるＩＣＴ利活用が急速に進展する中で、身体的な条件や年齢により、ＩＣＴの利用機会及び活用能力に格差が生じないよう、情報バリアフリー環
境を整備する。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

通信・放送分野における情報バリアフリー促進支援事業 担当部局庁 情報流通行政局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 情報通信利用促進課 課長　岸本　哲哉

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 Ⅴ－２　情報通信技術高度利活用の推進

主要経費

27年度

0

0

0 0 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

総務省設置法第４条第７６号
身体障害者の利便の増進に資する通信･放送身体障害者利用円滑化事業の

推進に関する法律（平成５年法律第５４号）第２条第４項第１号、第４条第１号及
び第２号、第５条第１項

関係する計画、
通知等

「障害者基本計画」（平成25年9月閣議決定）
「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」（平成26年6月閣議決定）

実施方法

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

109

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 119

その他の事項経費

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

「身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発等の推進」
助成事業者数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

情報通信利用促進支援事
業費補助金 93.7

7 7 7

7 5

0

計 94.9 104.8

委員等旅費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

終了予定なし

0.9

職員旅費

活動実績

活動指標

％

翌年度へ繰越し 0

計

費　目

107

高齢社会対策、障害者施策、ＩＴ戦略主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

148 119 107 95 105

109 106

執行率（％） 74% 92% 99%

平成１３年度
事業終了

（予定）年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

「身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発等の推
進」の助成実績額、助成件数を元に、1件あたりの平均

助成額を算出。
（単位当たりコスト）＝（助成実績額）÷（助成件数）

単位当たり
コスト 千円 8,906 8,822 7,845 7,555

計算式 千円/件 62,344千円/7 61,756千円/7 54,916千円/7 37,776千円/５

0.1

諸謝金

情報通信技術研究開発調
査費

0.2

103.6

0.9

0.1

　 0073

年度-

148

-

70 70 70 70

0

0.2

チェック



関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○

身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発等推進に係る
助成事業の目標として、助成終了後２年経過時の事業継続
率を70％以上と掲げているところ、平成26年度末において
事業継続率９１．３％となっており、目標に見合った実績と
なっている。

交付決定にあたっては、外部有識者で構成される評価会に
おいて事業の実施計画・予算計画の評価を行い、交付要綱
に沿って助成の目的に合致するか否かを有識者にチェック
いただいており、目的に即したものとなっている。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

民間の専門性を効率的に活用して情報バリアフリー環境を
整備することは、成果展開においても、国費を投入せず民
間の取組で実施でき、最良と考えられる。

活動実績は当初の見込みを達成している。また、外部有識
者で構成される評価会において、目標を達成しているとの
評価を受けているものであり、着実に実施している。

身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発等推進に係る
助成事業の目標として、助成終了後２年経過時の事業継続
率を70％以上と掲げているところ、平成26年度末において
事業継続率９１．３％となっており、十分に活用されている。

事業実施段階においては、採択事業者に対し見積り比較
の徹底等を求めるとともに、事業実施途中に、現地での実
地調査等を実施して補助対象事業者の事業計画等を監督
すること、事業実施途中及び事業完了後に支出に関する証
憑書類を提出させ、確認を行うことにより、補助対象経費の
執行の適正性を確保している。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

情報の利用におけるバリアフリー化は、障害者基本法にお
いて配慮義務等が規定され、障害者基本計画でも、情報ア
クセシビリティの取組促進が掲げられ、本件は、国民・社会
の要請である。本事業の目的は「情報バリアフリー環境の
整備」であり、国民・社会のニーズを的確に反映する事業で
ある。

障害者向けの市場は一般的な市場と比較して限られた市
場であることから、民間企業では事業リスクが高い等の理
由で、参入を避けることが認められ、リスク軽減の支援が必
要であり、また、成果は全国の障害者の裨益につながる必
要があるため、地方自治体等の業務には馴染まない。

○

○

○

○

・障害者や高齢者の社会参画と生活の質の向上にＩＣＴサービスが果たす役割は大きく、また、利用者から強い要望がある一方で、特に障害者に係る市場は比較的規模が小
さいことが多く、民間企業が事業リスクの高さ等を理由に積極的な参入を避ける傾向があることから、国の財政的支援等によるインセンティブを付与し、かかる役務の提供、開
発を促進していくことが必要である。
・本事業の支出先の選定にあたっては、広く公募を行うとともに、提案事業について外部有識者からなる評価会において評価を実施することで、より社会的に有用な優れた提
案を採択しており、競争性を担保している。また、年度途中に補助対象経費の支出に関する報告書の確認を含め、必要に応じて現地での実地調査等を実施しており、経費の
執行の適正性を確保している。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

社会として重要課題である情報バリアフリー環境を整備す
るに当たり、民間の専門性を活用して実施することが効率
的であり、そのための国費の投入は必要かつ適切な手段で
ある。また、障害者基本法において、情報の利用における
バリアフリー化に関する障害者への配慮義務等が規定さ
れ、また、障害者基本計画、世界最先端IT国家創造宣言に
本件の推進が掲げられており、国の事業として優先度の高
い事業である。

採択評価にあたっては、技術・財務の両面において各方面
の外部有識者からの評価を受け、採択の可否のみならず、
採択額についてもチェックされており、採択の可否及び助成
額ともに妥当であることから、単位当たりのコスト水準は適
切である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割
分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐

改善の
方向性

・引き続き、外部有識者からなる評価会において評価を実施することで優れた提案を採択するとともに、実地調査等の実施により補助対象事業
者の事業計画等を監督するなど、予算の適正な執行を図る。

助成対象事業に関し、公募により提案された事業について
は、外部有識者で構成された評価会からの公正かつ客観
的な評価に基づいて採択の可否が決定されており、選定過
程は適切である。

本事業による国からの補助率は1/2以内であり、補助事業
者にも相応の負担を求めている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

0071

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

事
業
内
容
の

一
部
改
善

備考

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

平成27年度からの案件の採択等に当たり、より適正な予算執行となるよう、評価委員（公認会計士）を１名増員し、審査体制の強化を図った。

平成26年度

-

0073平成22年度

平成25年度

0068

0076

平成23年度

現
状
通
り

0068

外部有識者の所見

総務省

106百万円

【公募・補助】

【補助】 【補助】

Ａ．独立行政法人

情報通信研究機構

56百万円

Ｄ．民間企業（2者）

3百万円

「情報バリアフリーの情報提
供サイト」の管理・運営

【企画競争、随意契約（少額）】

助成金交付事務（事務手続、
評価委員会の開催、検査等）

Ｂ．民間企業等（7者）

55百万円

身体障害者向け通信・放送役務の
提供、開発等の推進

情報収集等調査等の実施
身体チャレンジド向け通信・
放送役務の提供、又は開発

【公募・補助】

Ｅ．民間企業等（4者）

43百万円

【謝金、旅費、随意契約（少額）】

Ｆ．評価会運営等事務費

0.9百万円

デジタル・ディバイド解消に向けた
技術等研究開発支援

補助金交付業務
（評価会の開催、検査等）

Ｃ．独立行政法人

情報通信研究機構

3百万円

デジタル・ディバイド解消に向
けた技術等研究開発



助成金
身体障害者向け通信・放送役務提供・開発
推進助成金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.独立行政法人情報通信研究機構 E.NECソリューションイノベータ株式会社東北支社

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

54.9 労務費

金　額
(百万円）

補助事業従事者に係る労務費 13

委員謝金 評価委員会委員諸謝金 1.1 間接経費 補助事業実施に係る間接経費 0.7

出張費 実地検査旅費 0.2 諸経費
補助事業実施に係る通信費、リース費、旅
費

0.1

設備費 機械装置等購入費 0

B.株式会社アイセック・ジャパン F.個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

労務費 文字通訳等 10.9 謝金 評価に係る謝金 0.1

計 56.2 計 13.8

その他経費 通信費・旅費 0.4

C.独立行政法人情報通信研究機構 G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

外部請負費 情報収集等調査の実施 1.8

計 11.3 計 0.1

外部請負費
「情報バリアフリーのための情報提供サイト」
のHTML作成及びアクセシビリティ対応等更
新作業

0.8

計 2.5 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D.ダイヤル・サービス（株） H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

請負費 情報収集等調査の実施 1.8

計 1.8 計 0

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

E

F

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1
独立行政法人情報通信研究機
構

助成金の交付 56.2 補助 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 株式会社プラス・ヴォイス 聴覚障がい者のための総合遠隔通訳サポートセンターの運営 10.5 公募・補助 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社アイセック・ジャパン モバイル型情報保障サービス（e-ミミ） 11.3 公募・補助 -

4 株式会社SOBAプロジェクト 複数情報伝達モードを備えたユニバーサルな電話リレーサービスの提供 9.1 公募・補助 -

5
NPO法人シーエス障害者放送
統一機構

聴覚障害者向けリアルタイム字幕配信役務の提供 7.6 公募・補助 -

3 株式会社アニモ 高齢者および認知症者向け言語リハビリ訓練支援SaaSの開発および提供 9.6 公募・補助 -

6
NPO法人メディア・アクセス・サ
ポートセンター

インターネットを利用したDVD等の視聴覚障害者用字幕、手話、音声ガイドの
提供

4.9 公募・補助 -

7 イデア・フロント株式会社 バリアフリーなウェブメッセージサービスの開発・提供 2 公募・補助 -

1
独立行政法人情報通信研究機
構

情報提供業務の実施 2.5 補助 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 （株）綜合キャリアオプション
「情報バリアフリーのための情報提供サイト」のHTML作成及びアクセシビリ
ティ対応等更新作業

0.8
随意契約
（少額）

-

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ダイヤル・サービス（株） 情報収集等調査の実施 1.8 企画競争 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 富士通株式会社 聴覚障害者向け会議支援システムの研究開発 9.5 公募・補助 -

4
NECソリューションイノベータ株
式会社システムテクノロジーラ
ボラトリ

高齢者を含む難聴者が簡単に参加できるソーシャルネットワークで支援者を
集めるリアルタイム簡易コミュニケーション支援技術の研究開発

9.4 公募・補助 -

1
NECソリューションイノベータ株
式会社東北支社

UXデザインと高度情報分析エンジンによる元気高齢者向けクラウド型生活支
援サービスの研究開発

13.8 公募・補助 -

2 株式会社ピコラボ 音声指示によるweb動画コンテンツの検索と再生操作の研究開発 10.5 公募・補助 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人A 評価の実施に係る諸謝金 0.1

4 個人D～G（４名） 評価の実施に係る諸謝金 0.1

5 （株）丸井工文社 補助事業パンフレットの印刷等の請負 0.1

2 個人B 評価の実施に係る諸謝金 0.1

3 個人C 評価の実施に係る諸謝金 0.1

6 個人H 実地調査等の実施に係る旅費 0.1

7 個人I 実地調査等の実施に係る旅費 0.1
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